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1. 

出典：Clarksons、総務省データベース他より当社作成
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▮
100 Ṿ

‣‣

エ
ネ
ル
ギ
ー
等

衣

食
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100％

100％

100％

98％

100％

94％

67％

海 上 輸 送

99 .6Ṿ
(8億1,565万トン)

航 空 輸 送

0 . 4 Ṿ
(315万トン)

出典：SHIPPING NOW 2021-2022より当社作成
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1. 

▮ ṕ2020 Ṗ

出典：Refinitiv

1919 ṕ 8 Ṗ4 5

754 5,764

ṕ2019 4 1 Ṗ

:764 ( 565 ḭ 204 ) :6,080

ḱ ḱ ḭ

(単位：億円)
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1. 

Ṍ Ṍ

川崎汽船設立

当社初のフルコンテナ船
「ごうるでんげいとぶりっじ」
竣工

日本初の自動車専用船
「第十とよた丸」竣工

日本籍初のLNG船
「尾州丸」竣工

北米で日本船社初の
ダブルスタックトレイン
(コンテナ2段積み鉄道
輸送)サービス開始

電力炭輸送船
「CORONA ACE」竣工
幅広浅喫水で日本の石
炭火力発電所向け船型
のスタンダードに

環境長期指針「“K” LINE
環境ビジョン2050」策定

14,000TEU型コンテナ船
「MILLAU BRIDGE」竣工

創立100周年

HySTRAに加入
世界初の液化水素運搬船の
実証試験に参画

風力利用の自動カイトシステム
「Seawing」搭載を決定

「“K” LINE 環境ビジョン
2050」を改訂

国内初 の LNG燃料供給船
「かぐや」竣工

1919

1968

1970

1983

1986

1994

2015

2018

2019

2020

環境フラッグシップ「DRIVE 
GREEN HIGHWAY」竣工

2016

Ocean Network
Express（ONE）スタート

2021
LNG燃料自動車専用船
「CENTURY HIGHWAY 
GREEN」竣工
トランジション・ファイナンス（脱
炭素に向けた移行ファイナンス）
を導入
「“K”LINE 環境ビジョン
2050 」 2050年目標改定
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169

15

28

LNG

43

61

FPSO

1

LNG

1

84

43

41

1. 

(2021 12 )

LNG

ẑ1

432

FPSO

LNG

▮ Ṅ

※1. 2021年12月に、当社はオフショア支援船事業を営むKOAS社の保有船舶を売却し、同社を清算すること決定しています。
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2. 

( 2022 2 )

∎2021

Ẏ 2,000

Ẏ 1,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000
(単位:億円)

∎

(単位:億円)
上期 通期 上期 通期

実績 実績 増減額 予想

3,576 3,725 7,300 3,001 6,255 575 1,045 6,900 400

102 78 180 △ 102 △ 213 204 393 150 30

2,380 3,020 5,400 100 895 2,280 4,505 3,900 1,500

2,460 2,740 5,200 96 1,087 2,364 4,113 3,700 1,500

¥109.90 ¥112.40 ¥111.15 ¥106.82 ¥105.79 ¥3.07 ¥5.36 ¥108.02 ¥3.12

$497 $572 $535 $353 $363 $144 $172 $517 $18

通期

増減額

経常損益

親会社株主に帰属する

当期純損益

売上高及び段階損益

2020年度 前年同期比

売上高

2021

通期

増減額

営業損益

為替レート(/$)

燃料油価格(/MT)

2Q公表比‣ COVID -19
2020

393 180

‣
5,400

‣ CENTURY
DISTRIBUTION SYSTEMS, INC .

‣

∎
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2. 

( 2022 2 )
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5,000
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0

200

400

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

( )

ṕ Ḳ Ṗ

中間配当 期末配当 親会社株主に帰属する当期純損益

(１株当たり配当:円)

‣

‣
5

▮ 2022 3 (2021 ) 

無配

ể ễỂỂ

※ 当社は、2017年10月1日付で普通株式10株につき1株の割合で株式併合を行っております。



12

2. 

∎

‣ 各事業の役割を明確化

‣ 各事業を支える「船舶管理・環境対応・DX戦略・人材戦略」などの機能戦略の強化

‣ 各事業の戦略に応じた中長期的な経営資源配分の実施

‣ 企業価値向上へ向けた創出キャッシュ分配の最適化の実現

‣
‣
‣

‣ ‣

∎ ệ
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Ḳ

‣ ṕ Ṗ

‣

‣

‣
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‣
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3.

*SCFI：Shanghai Shipping Exchange  
*地中海・北欧州運賃はUS$/TEU、北米はUS$/FEU

▮

出典：Clarksons
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3.

ṕ2021 12 Ṗ

▮2021 1-12
‣ 2019 1-12 ( ) Ḳ 20Ṿ
‣ 2020 1-12 Ḳ 15Ṿ
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出所：日本海事センター/Piers
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ṕ2021 11 Ṗ

3.

▮2021 1-11
‣ 2019 1-11 ( ) Ḳ 3%
‣ 2020 1-11 Ḳ 9Ṿ

（千TEU)

出所：日本海事センター/CTS
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Ḳ

∎ ▮ LA/LB
(2021 2 Ṍ2022 3 )

3.

‣
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‣
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∎
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3.

Ḳ

▮2022 +4 Ṿ
▮2023 23

EEXI CII ṕ ṬGHG
Ṗ

出典：Alphaliner February 2022

( TEU)
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Ḳ

出典：Alphaliner February 2022

3.

24.1%
(2022 2 )

▮ 24.1 Ṿ
▮
▮ ( )
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3.

( )

‣

‣

‣ ( )

‣

‣ PCR

‣2020

‣2021
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3.

▮

出典：Clarksons

ṕBDIḲ )

*BCI：Baltic Exchange Capesize Index
*BPI：Baltic Exchange Panamax Index
*BSI：Baltic Exchange Supramax Index
*BHSI：Baltic Exchange Handysize Index
*BDI：Baltic Exchange Dry Index
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Ḳ

▮ 20

3.

‣
(2022 2 )

‣
( 2022 2 )

出典:Clarksons
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Ṍ¬KºLINE 2050 2050 Ṍ
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4. 2050 GHG

¬KºLINE 2050 2050

∎ ¬KºLINE 2050

‣2015 3 Ḳ
2050

¬KºLINE 
2050

‣2020 6 Ḳ
2019

‣2021 11 Ḳ
2050 ¬2050
GHG º
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2050 τΰΪοχ θσ

2030年に向けては、これまで環境ビジョンで

掲げてきた中期マイルストーンの目標達成に向けて、

アクションプランを着実に推進していきます。

2050年の目標として、新たに

GHG排出量ネットゼロを目指し挑戦していきます。

ᵓχזּ ᴟχ◦כϜ ΰʺ

¬ ˑχ Τσ ϣΰτ‟ᾅβϥº
άρϬ ◙ΰοΜΦϘβʻ

χזּꜛ ᴟ

年

中期
マイルストーン

油濁事故ゼロを含む
船舶運航における
海洋・大気への
環境影響低減

CO2 ῟
50̋ᵠ

(2008 )

ᵓχזּ
ᴟτΰΪθ

ΰΜϵКиϻ˔
ʾằẚχ

社会の環境改善
に向けた

対話・活動の強化

社会の環境改善支援

自社からの海洋・大気への
環境影響低減

χזּꜛ ᴟ

ᵓχזּ ᴟ◦כ

GHG ᾚ
ˢCO2 ῟

2008 70̋ᵠ ˣ

ᵓχזּ ᴟϬ
◦Πϥ ϵКиϻ˔
ʾằẚχ Μ︣τ

社会の環境改善支援

自社からの海洋・大気への
環境影響の限りないゼロ化

χזּꜛ ᴟ

ᵓχזּ ᴟ◦כ

¸社会の環境改善支援
¸生態系保護の

業界トップ

¸油濁事故ゼロ
¸船舶運航における

海洋・大気への
環境影響の限りないゼ
ロ化

26

GHG
КАЕЉк
τ ΰϘβ
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2050
GHG КАЕЉкτΰΪο

LNG˗LPG

ЉкϵЬАЄдр

自社の脱炭素化

社会の脱炭素化支援

2020年
年間CO2排出量

9.2

™ϵК ⱧỘ◦כ˗
˗CO2 σς

῟ ֫‚ếᴟ

Seawing˗

深化

R&D

運用・拡大

運用・拡大

拡大

運用・拡大

2020年代後半には、新燃料によるゼロエミッション船の導入を目

指し、自社のGHG排出削減への取り組みを強化するだけでなく、

洋上風力発電等の再生可能エネルギー関連事業支援や、新エ

ネルギーやCO2の輸送等、社会の脱炭素化に向けても積極的に

取り組んで参ります。

社会の脱炭素化を支援・推進することが、海運の新たな事業分

野を拡げる大きな機会にもなると考えています。

2020 20502030 2040

R&D

27

01

02

03

01-04
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現在進行中の取り組みの進捗

χזּꜛ ᴟ˪CO2 ⌡ᾚ˫

ˢ Ḋˣ

LNG χ ᶈ

Å 2020年代はLNG燃料船の導入を拡大し、

2030年までに約40隻投入

ϯрЯИϯ˗ χЉкϵЬАЄдр χ

従来の重油焚きに比べて、

約25～30％のCO2排出削減効果あり

2021年3月当社初のLNG燃料焚き

自動車運搬船“Century Highway 

Green”竣工

2024年には当社初のLNG燃料焚き

大型ばら積運搬船が竣工予定

2025年までに8隻のLNG燃料焚き

自動車運搬船の追加投入決定

01

LPG χ

Å 2023年竣工予定にて、LPGを主燃料とし、

将来のアンモニア輸送を念頭

においたLPG／アンモニア兼用の

大型LPG運搬船を投入

提供：川崎重工業株式会社

重油焚きに比べて、

約20％のCO2排出削減効果あり

Åアンモニア・水素燃料といったゼロエミッション燃料、及びバイオLNG、

合成燃料等のカーボンニュートラル 燃料の導入を検討中

Åアンモニアの舶用燃料利用を目指し、海運／商社／荷主／

メーカー等業界の枠を越えて共同で課題を検討する舶用燃料利

用研究協議会に参画

Å 2020 年 代 後 半 に は ゼ ロ エ ミ ッ シ ョ ン 船 の 実 用 化 ／ 導 入

を目指して検討中

提供：日本船舶技術研究協会

CO2排出ゼロ
CENTURY HIGHWAY GREEN
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02 ꜛ ϸϱЕЄІГЭˮSeawingˢ ˣ˯χᶨ

Å フランスのAIRBUS社から分社したAIRSEAS社との共同開発

Å船種を問わず、既存船も含め搭載可能な新技術であり、

各船種への搭載拡大を検討

῟ ֫‚ếᴟ

K-IMSˢ › ֫‚ʾ Ḛ ЄІГЭˣ

Å燃料消費量、機関出力、速力等の本船運航データをリアルタイム

に 把 握 。 ま た 安 全 且 つ 最 小 燃 費 の 推 奨 航 路 を

算出する最適運航支援システムも活用し、本船運航管理の高

度化を追求

Å最 近 で は AI に よ る デ ー タ 解 析 技 術 に よ り 、 各 船 の 性 能

劣化や外乱影響を可視化し更なる運航効率の維持・改善を実

現

現在進行中の取り組みの進捗

χזּꜛ ᴟ˪CO2 ⌡ᾚ˫

03

20％以上のCO2排出削減効果を見込む

LNG燃料船等への設置による相乗効果により、

CO2排出45～50％削減を追求

2022年度中に大型ばら積船にて、実装開始予定

LNG燃料焚きケープサイズバルカー

K-IMS搭載により、約3～5％のCO2排出削減効果あり

運航データ収集・監視

DATA COLLECTING ＆

MONITORING

最適運航支援

OPTIMUM NAVIGATION

パフォーマンス解析

PERFORMANCE ANALYSIS

K- IMS
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0504 ζχ χ ϵКʾ χṪ ˗

Å 2021年8月世界初の船上CO2回

収試験装置を石炭運搬船

“Corona Utility” に搭載

Å三菱造船／日本海事協会と共同で

実用化に向けて実証実験中

ЕжрЅЄдрʾТϮϱЗрІτϢϥⱢỲ

Å 2021年3月、国内初のクライメート・トランジションローンにて

LNG燃料焚き自動車運搬船 “Century Highway Green”の

資金調達実施（資金使途特定型）

Å 2021年9月、国内初のトランジション・リンク・ローンにて 約1100

億円を調達。脱炭素化に向けた各種環境対策への資金等に充

当予定（資金使途不特定型）

現在進行中の取り組みの進捗

χזּꜛ ᴟ˪CO2 ⌡ᾚ˫

06 ϱрЌ˔Зиϸ˔ЩрФжϱЄрϽχ֫ ᵫ◐

Å 2021年4月から社内にて本格運用開始。

CO₂排出量1トン当たり4,000円の将来収益貢献を考慮した経

済性指標を参考として算定。

Å投資案件に関する評価方法のひとつの指標として活用し、低炭

素化・脱炭素化事業を推進

ˢ τΰΪθӱ“ТϮϱЗрІˣ

CO2 ᵕ

МϱУзАЖ Ṑḩ

Å軸発電機、バイナリー発電※、

リ チ ウ ム イ オ ン 畜 電 池 を

組み合わせたハイブリッド推進機

関の検討

※バイナリー発電：
温水、低圧蒸気、エア等の低位熱源
により沸点の低い作動媒体を加熱、
蒸発させてその蒸気でタービンを回
し発電する方式

電力

SG

軸発電機

メインエンジン

1 2 3 4 5 6 7 8

ディーゼル発電機

バイナリー発電

リチウムイオン
蓄電池
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01 ⱧỘ◦כ

Å川崎近海汽船とKWS（Kline 

Wind Service）社を設立し、洋

上風力発電向け作業船／

輸送船へ参画

Å日本政府が目標とする「2040

年迄に30～45ギガワットの

洋上風力導入」を作業面／

輸送面から支援

04 ζχ χ︡Ϥ ϙ

Å カナダにおける中部電力との潮流発電事業

（2023年操業開始を目指して）

Å カーボンクレジットやカーボンオフセット等の検討
※排出量とのオフセットについては、将来国際的に認められる方法で行う可能性があります。

オフショア支援船

03 CO2 ⱧỘϒχ╥ᵊ

Å日本エンジニアリング協会、日本ガスライン、お茶の水大学と共に、CO2船

舶輸送に関する研究開発及び実証実験に参画中

輸送船舶の共同開発

現在進行中の取り組みの進捗

ᵓχזּ ᴟ◦כ

提供：川崎重工業株式会社

Å豪州の褐炭から製造されるCO2フリー水素を日本へ輸送する国

際的なサプライチェーン構築に向けて取り組む「技術研究組合

CO2フリー水素サプライチェーン推進機構(Hystra)へ参画

Å アンモニア輸送事業への

再参入を検討中

Å各拠点における水素／アン

モニア供給ネットワーク

構築事業への参画を検討中

02 ˗ϯрЯИϯ ⱧỘϒχ╥ᵊʾ ằẚКАЕм˔ϼ 

分離・回収 輸送 受入

出荷基地 船舶輸送 受入基地

タンク

液化

液化CO2船
タンク

加温

受入 再昇圧払出排出源／回収
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4. 2050 GHG

∎ CDP A Ṍ A 6 Ṍ

‣

(NGO) CDP

2021 CDP
A 6

‣ A
280 200

55 (2021 12 8 )

‣
4

‣ 6,300 518 ṕ
105 Ṗ

Å以下URLより当社プレスリリース文もご参照下さい。

‣ CDP Ọ Ṍ A 6 Ṍ (2021 12 8 )
https://www.kline.co.jp/ja/news/csr/csr-5394636290479268671/main/0/link/211208JA2.pdf

‣ CDP (2022 2 10 )
https://www.kline.co.jp/ja/news/csr/csr6877256306724912456/main/0/link/210210JA.pdf

https://www.kline.co.jp/ja/news/csr/csr-5394636290479268671/main/0/link/211208JA2.pdf
https://www.kline.co.jp/ja/news/csr/csr6877256306724912456/main/0/link/210210JA.pdf
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Appendix ~ / ~
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¸ ḱ ḱ 3 ḭ
ḱ ḱ

Ḯ

¸ 日本向けの輸送に加え、中国、インドなどの新
興国向けや、大西洋水域での三国間輸送も
積極的に展開。

¸ 同事業規模は世界でもトップクラス。

( / )

※保有船および一部傭船を含む 出典： Clarksons
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¸ LPGṕ
Ṗ Ḯלּ

¸ ︡ḭ
וֹ ṇ

Ḯ
¸ ṇṕVLCCṖ

34 צּ
Ḯ

( / )

ṡּ︣ך Ṣטּיּ
ṕ Ḳ Ṗ

¸ ḭLNGנּ
ḭ
ḭ Ḯ

¸ 2020 10 ḭ ︢ ḭ
וֹףּ וֹ LNG 

¸ 2021 2 LNG
ṡFUELNG BELLINAṢ
Ḯ

LNG燃料供給船
“FUELING BELLINA”
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¸ ︡ ︣
︣ ḭ

︡
ṡ

ṇ Ṣ ḭ
וֹ ṇ
פּ פּ Ḯ

¸ ḭ צּ ︣
ḭFPSO ṇ Ḯ

¸ º ¬CO2
(ĨCC-Oceanĩ )

Ḯ

( )

ṕ Ṗ

油田・天然ガス田の探査掘削などを目
的とした浮体式海洋掘削装置の一種。

FPSO
(Floating Production, Storage 
and Offloading system: 浮体式
海洋石油・ガス生産貯蔵積出設備）

CO2 ¬CC-Oceanĩ
ṕCarbon Capture on the OceanṖ
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(LNG / )

¸ LNG( ) ḭ ṇ
ṇ ︡ צּ צּ LNG

ṇ Ḯ אל
162 ︡ Ḯ
צּ Ḯ同事業規模は世界

でもトップクラス

¸ カーボンニュートラル事業においては、洋上風力を含
む再生エネルギー関連事業、二酸化炭素回収・利
用・貯留 (CCUS)事業、燃料転換事業、カーボンオ
フセット関連事業など、CO2ネットゼロに向けた事業
展開を促進。

・2021年8月に、中部電力株式
会社と共に、カナダのノバスコシア州
におけるイシュカ・タパ潮流発電事
業について、アイルランドの再生可
能エネルギー開発企業であるDP 
Energyと共同開発契約を締結。

・2021年6月に、川崎近海汽船
株式会社との洋上風力発電向け
作業船事業会社(ケイライン・ウイ
ンド・サービス株式会社)を設立。

着床式の水中タービン発電機イメージ図（Andritz社製）

オフショア支援船 “あかつき”
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¸ ḭ
︡ ḭ
פּ ṇ Ḯ
ḭפּ RORO

ṕ ṇ אלבֿ
Ṗ Ḯ

¸ ︡ צּ
ḭ LNG ︣
ṡCENTURY HIGHWAY GREENṢ (
2021צּ( 3 Ḯ

( )

HesnesShipping "AS Year Report"をベースに当社作成
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¸ ḭ ￼ḭ ḭ ḭ ḭ ḭ
פּ לּ ḭּף אל אל ︠ ṇ נּ Ḯ

¸ ḭ 4 ṕ ḭ ḭ ḭ Ṗ ṇ Ḯ

( )
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( )

¸ ḱ ḭ
ḭ ṇḭRORO

ḭ וֹ ḭ
וֹ ḭ

ḭ
וֹ Ḯ

¸ וֹףּ
︡ Ḯ( ḭ

)
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( )

¸ ︣ כֿ ḭ
ḭ ḭ
ḭ שּ Ḯ

¸ 2018 4 ḭ 3 ︡
ONE Ḯ

¸ 154 TEUḭ 6 ḭ
ṇ 6Ṿ
ḭ Ḯ
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▮

‣ ‣ FACTBOOK

‣ ¬KºLINE 2050

‣
(¬KºLINE REPORT)

https://www.kline.co.jp/ja/ir.html

https://www.kline.co.jp/ja/ir/library/fact.html

https://www.kline.co.jp/ja/csr/environment/management.html#002

https://www.kline.co.jp/ja/ir/library/report.html

‣

https://www.kline.co.jp/ja/csr/group/booklet.html

‣ ESG

https://www.kline.co.jp/ja/csr/esg.html
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本資料は投資判断の参考となる情報提供のみを目的とし、当社株式の購入や売却などを勧誘するものではありません。
投資に関する決定は、投資家ご自身の判断において行われるようお願いします。

本資料には将来についての予想や見通しが含まれておりますが、これらは当社が現時点で入手可能な情報に基づいて
おり、経済動向、海運業界需給、燃料価格、為替相場等の動向により変動することをご了承下さい。


